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第７問 物権的請求権に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいも

のの組合せは，後記１から５までのうち，どれか。 

ア Ａの所有する甲土地の上にＢが無権原で自己所有の乙建物を建てた後，乙建物につ

きＢの妻であるＣの承諾を得てＣ名義で所有権の保存の登記がされたときは，Ａは，

Ｃに対し，甲土地の所有権に基づき，建物収去土地明渡しを請求することができない。 

イ Ａの所有する甲土地の上にＢが無権原で自己所有の乙建物を建てた後，その所有権

の保存の登記をしないまま，Ｃに乙建物を譲渡した場合において，乙建物につき，Ａ

の申立てにより処分禁止の仮処分命令がされ，裁判所書記官の嘱託によるＢ名義の所

有権の保存の登記がされたときは，Ａは，Ｂに対し，甲土地の所有権に基づき，建物

収去土地明渡しを請求することができる。 

ウ Ａが，Ｂの所有する甲建物を無権原で占有し，甲建物に増築をした場合には，当該

増築部分が甲建物の構成部分になったときであっても，Ｂは，Ａに対し，甲建物の所

有権に基づき，当該増築部分の撤去を請求することができる。 

エ Ａの所有する甲土地から，Ｂの所有する乙土地に土砂が流れ込むおそれがある場合

には，Ａが自己の行為の責任を弁識する能力を欠く状態にあっても，Ｂは，Ａに対し，

乙土地の所有権に基づき，予防措置を請求することができる。 

オ Ａが，Ｂとの間で，Ａの所有する甲土地につき譲渡担保を設定し，所有権の移転の

登記がされた場合において，Ｃが甲土地上に無権原で乙建物を建てて甲土地を占有し

ているときは，Ａは，Ｃに対し，甲土地の所有権に基づき，建物収去土地明渡しを請

求することができない。 

１ アイ ２ アエ ３ イウ ４ ウオ ５ エオ 
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第15問 Ａは，Ｂに対する貸金債権（元金のほか，利息及び遅延損害金を含む。）を担保する

ために，Ｂから，構成部分の変動する集合動産を目的とする譲渡担保として，甲倉庫内

にある全ての鋼材についての帰属清算型の譲渡担保権の設定を受け，占有改定の方法に

よりその引渡しを受けた。この事例に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣

旨に照らし正しいものの組合せは，後記１から５までのうち，どれか。 

ア Ｂは，Ａに対する譲渡担保権の設定に先立ち，Ｃに対して，甲倉庫内にある全ての

鋼材を目的とする譲渡担保権を設定し，占有改定の方法による引渡しをしていたが，

その事実をＡに伝えていなかった。この場合において，ＢがＡに対する貸金債務の弁

済期を徒過したときは，Ａは，譲渡担保権を実行することができる。 

イ Ｂは，Ａに対する譲渡担保権設定後，通常の営業の一環として，Ｃに対して，甲倉

庫内にある鋼材の一部を売却し，Ｃの管理する乙倉庫に搬入した。この場合において，

Ｂが貸金債務の弁済期を徒過していたときであっても，Ａは，乙倉庫に搬入された鋼

材について譲渡担保権を実行することができない。 

ウ 甲倉庫内にある全ての鋼材は，ＢがＣから買い受けたものであるが，Ｂはその代金

をＣに支払っていなかった。この場合において，Ｃが動産売買の先取特権に基づいて，

甲倉庫内にある鋼材の競売の申立てをしたときは，Ａは，譲渡担保権を主張して，当

該競売手続の不許を求めることができない。 

エ Ａが譲渡担保権を実行しようとした際には，５年分の遅延損害金が発生していた。

この場合において，Ａの譲渡担保権によって担保される遅延損害金の範囲は，最後の

２年分に限られない。 

オ Ｂが貸金債務の弁済期を徒過した後，Ａは，Ｃに対して，甲倉庫内にある全ての鋼

材を売却した。この場合において，ＡがＢに対して清算金支払債務を負うときは，Ｂ

は，Ａが清算金支払債務を履行するまでの間に，Ａに対する貸金債務の弁済をすれば，

Ｃに対して，鋼材の所有権を主張することができる。 

１ アエ ２ アオ ３ イウ ４ イエ ５ ウオ 
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第16問 詐害行為取消権に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しい

ものの組合せは，後記１から５までのうち，どれか。 

ア 被保全債権が発生し，かつ，その履行期が到来した後にされた行為でなければ，こ

れについて詐害行為取消権を行使することはできない。 

イ 特定物の引渡請求権の債務者が当該特定物を処分することにより無資力となった場

合には，当該引渡請求権が金銭債権に転じていなかったとしても，当該引渡請求権の

債権者は，当該処分について詐害行為取消権を行使することができる。 

ウ 詐害行為の受益者が債権者を害すべき事実について悪意である場合において，転得

者が善意であるときは，転得者に対して詐害行為取消権を行使することはできない。 

エ 債権者が受益者に対して詐害行為取消権を行使し，詐害行為を取り消す旨の認容判

決が確定した場合であっても，債務者は，受益者に対して，当該詐害行為が取り消さ

れたことを前提とする請求をすることはできない。 

オ 金銭債務に対する弁済については，過大な代物弁済である場合を除き，詐害行為取

消権を行使することはできない。 

１ アイ ２ アエ ３ イオ ４ ウエ ５ ウオ 
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第17問 弁済に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記１か

ら５までのうち，どれか。 

ア 金銭債権について，外国の通貨で債権額を指定したときは，債務者は，履行地にお

ける為替相場により，日本の通貨で弁済をすることができる。 

イ 法律行為の当事者が第三者の弁済を禁止する意思を表示したときは，弁済について

利害関係を有する第三者であっても，弁済をすることができない。 

ウ 債権の目的が特定物の引渡しである場合において，別段の意思表示がないときは，

弁済をする者は，債権発生の時の現状でその物を引き渡さなければならない。 

エ 弁済をすべき場所について別段の意思表示がないときは，特定物の引渡しは，引渡

しをすべき時にその物が存在する場所において，しなければならない。 

オ 弁済の費用について別段の意思表示がないときは，その費用は債務者の負担となる

が，債権者の行為によって弁済の費用が増加したときは，その増加額は債権者の負担

となる。 

１ アウ ２ アオ ３ イエ ４ イオ ５ ウエ 
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第19問 委任契約又は請負契約に関する次のアからオまでの記述のうち，「この契約」が委任

契約である場合にのみ正しいこととなるものの組合せは，後記１から５までのうち，ど

れか。 

ア この契約は，各当事者がいつでもその解除をすることができるが，相手方にとって

不利な時期に解除をするには，やむを得ない事由が必要である。 

イ この契約は，書面でしなければ，その効力を生じない。 

ウ この契約は，有償契約のものも，無償契約のものもある。 

エ この契約の当事者の一方による解除は，将来に向かってのみその効力を生ずる。 

オ この契約は，当事者のいずれかが後見開始の審判を受けた場合には，終了する。 

１ アイ ２ アエ ３ イオ ４ ウエ ５ ウオ 
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第25問 自首に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組合

せは，後記１から５までのうち，どれか。 

ア Ａは，窃盗により逮捕された際に，取調官Ｂが余罪の嫌疑を持ってＡの取調べを行

ったことが契機となって，反省悔悟し，その余罪についても供述した。この余罪につ

いては，Ａには，自首は成立しない。 

イ Ａは，Ｂの財物を窃取したが，その後，警察に自首した。この場合，Ａの窃盗罪の

刑は任意的減軽又は免除の対象となる。 

ウ Ａは，Ｂを殺害した後に逃走した。警察は，捜査の結果Ａがその犯人であることを

把握したものの，Ａの所在を全く把握することができなかった。Ａは，犯行から10年

経過後，反省悔悟し，警察に出頭して，自己の犯罪事実を自発的に申告した。この場

合，Ａには，自首は成立しない。 

エ Ａは，生活保護費を詐取していたが，その後，区役所の担当職員Ｂに対し，生活保

護費を詐取していた事実を申告し，自らの処置を委ねた。この場合，Ａには，自首が

成立する。 

オ Ａは，路上でＢを殺害したが，そこには多数の目撃者がいた。Ａは，逃げられない

と観念し，警察署に出頭し，自己の犯罪事実を自発的に申告したが，たまたまその時

点で警察はＡがその殺人事件の犯人であることを把握していなかった。この場合，Ａ

には，自首は成立しない。 

１ アウ ２ アオ ３ イウ ４ イエ ５ エオ 
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第29問 新株予約権（譲渡制限新株予約権を除く。）に関する次のアからオまでの記述のうち，

正しいものの組合せは，後記１から５までのうち，どれか。 

ア 株式会社は，その発行する新株予約権を引き受ける者の募集をしようとするときは，

募集新株予約権の内容として，その行使に際して出資を要しない旨を定めることがで

きない。 

イ 会社法上の公開会社において，募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額が当該募集新株予約権を引き受ける者に特に有利な金額である場合には，当該募集

新株予約権に関する募集事項の決定は，株主総会の特別決議によらなければならない。 

ウ 二以上の者の共有に属する新株予約権についての権利を行使する者の指定及び株式

会社に対する通知を欠く場合において，当該新株予約権の共有者が当該権利を行使す

ることに株式会社が同意していないときであっても，当該共有者は，新株予約権原簿

の名義書換請求をすることができる。 

エ 募集新株予約権を引き受けようとする者がその総数の引受けを行う契約を締結して

当該募集新株予約権が発行された場合において，当該募集新株予約権の発行が法令又

は定款に違反し，株主が不利益を受けるおそれがあるときは，株主は，当該募集新株

予約権の新株予約権者に対し，会社法上，当該募集新株予約権の行使をやめることを

請求することができる。 

オ 新株予約権付社債については，当該新株予約権付社債についての社債が消滅した場

合を除き，当該新株予約権付社債に付された新株予約権のみを譲渡することはできな

い。 

１ アウ ２ アオ ３ イウ ４ イエ ５ エオ 
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第32問 持分会社に関する次の１から５までの記述のうち，正しいものは，どれか。 

１ 持分会社を設立するには，その社員になろうとする者は，定款を作成し，その定款

に公証人の認証を受けなければならない。 

２ 合同会社においては，その社員が破産手続開始の決定を受けたことによっては退社

しない旨を定款で定めることができない。 

３ 合名会社の社員は，当該社員以外の社員の過半数の承諾があれば，その持分を他人

に譲渡することができる。 

４ 合資会社が資本金の額を減少する場合には，当該合資会社の債権者は，当該合資会

社に対し，資本金の額の減少について異議を述べることができる。 

５ 合名会社の成立後に加入した社員であっても，その加入前に生じた当該合名会社の

債務について，これを弁済する責任を負う。 
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第34問 吸収合併に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記

１から５までのうち，どれか。 

ア 吸収合併存続株式会社が株主総会の決議によって吸収合併契約の承認を受けなけれ

ばならない場合において，承継する吸収合併消滅株式会社の資産に吸収合併存続株式

会社の株式が含まれるときは，吸収合併存続株式会社の取締役は，その承認を受ける

株主総会において，当該株式に関する事項を説明しなければならない。 

イ 吸収合併存続株式会社が吸収合併消滅株式会社の特別支配会社である場合であって

も，吸収合併消滅株式会社の反対株主は，吸収合併消滅株式会社に対し，自己の有す

る株式を公正な価格で買い取ることを請求することができる。 

ウ 吸収合併存続株式会社が種類株式発行会社である場合において，吸収合併消滅株式

会社の株主に対して合併対価として吸収合併存続株式会社の譲渡制限種類株式が割り

当てられるときは，当該譲渡制限種類株式を引き受ける者の募集について当該譲渡制

限種類株式の種類株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定め

があるときであっても，吸収合併存続株式会社において，当該譲渡制限種類株式の種

類株主を構成員とする種類株主総会の決議を要する。 

エ 吸収合併存続株式会社の甲種種類株式と乙種種類株式の価値が等しい場合には，吸

収合併消滅株式会社の株主Ａに対して甲種種類株式１株を，吸収合併消滅株式会社の

株主Ｂに対して乙種種類株式１株を，それぞれ交付するという吸収合併契約における

合併対価の割当てに関する事項についての定めをすることができる。 

オ 吸収合併消滅株式会社の代表取締役が効力発生日後吸収合併の登記の前に第三者に

対し吸収合併消滅株式会社が所有していた不動産を譲渡した場合には，吸収合併存続

株式会社が吸収合併により当該不動産を取得したことは，当該第三者が悪意であると

きであっても，当該第三者に対抗することができない。 

１ アイ ２ アウ ３ イオ ４ ウエ ５ エオ 
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午後の部 

（択一式 抜粋） 
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第17問 登記記録に次のような記録（抜粋）がある甲土地について，次のアからオまでの記述

のうち，第１欄の申請人が第２欄の登記を書面により申請した場合において，第２欄の

登記の完了後に登記所が交付した第３欄の登記識別情報を記載した書面（以下「登記識

別情報通知書」という。）及び登記完了証の通数が正しいものの組合せは，後記１から

５までのうち，どれか。 

なお，第１欄の申請人は，第２欄の登記を申請するに当たって，第３欄の書面の交付

に関する申出をしていないものとする。 

権 利 部（ 甲 区 ）（ 所 有 権 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 

２ 所有権移転 平成30年２月１日 

第2000号 

原因 平成30年２月１日売買 

共有者 

持分３分の２ Ａ 

３分の１   Ｂ 

 

権 利 部（ 乙 区 ）（ 所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項 

１ 抵当権設定 平成30年２月１日 

第2001号 

原因 平成30年２月１日金銭消費貸借 

同日設定 

債権額 金500万円 

利息 年３％ 

債務者  Ａ 

抵当権者 Ｃ 

 

 第１欄 第２欄 第３欄 

ア Ａ及びＢ 錯誤を登記原因とする，Ａ及びＢ

の持分をそれぞれ２分の１ずつと

する所有権の更正の登記 

登記識別情報通知書 不交付 

登記完了証     １通 

イ Ａ，Ｂ及び

受託者Ｄ 

信託を登記原因とする共有者全員

持分全部移転の登記及び信託の登

記 

登記識別情報通知書 １通 

登記完了証     ２通 

ウ 第三者Ｅ 贈与を登記原因としてＡの持分の

全部の移転の登記手続を求める確

定判決に基づき申請する当該持分

全部移転の登記 

登記識別情報通知書 １通 

登記完了証     ２通 
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エ Ｃの法定相

続人である

Ｆ及びＧ 

相続を登記原因とする抵当権の移

転の登記 

登記識別情報通知書 １通 

登記完了証     ２通 

オ Ａ，Ｂ及び

Ｃ 

弁済を登記原因とする抵当権の登

記の抹消 

登記識別情報通知書 不交付 

登記完了証     ２通 

 

１ アウ ２ アエ ３ イエ ４ イオ ５ ウオ 
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第18問 書面による申請又は嘱託における印鑑に関する証明書の添付に関する次のアからオま

での記述のうち，正しいものの組合せは，後記１から５までのうち，どれか。 

ア 不動産の共有者である所有権の登記名義人の全員が３年間共有物の分割を禁止する

旨の定めをし，当該定めを追加する旨の所有権の変更の登記を申請するときは，当該

登記名義人の全員の印鑑に関する証明書を添付することを要しない。 

イ 地上権の設定請求権の仮登記の登記名義人の承諾を証する書面を添付して，当該仮

登記の登記上の利害関係人が単独で当該仮登記の抹消の登記を申請するときは，当該

仮登記の登記名義人の印鑑に関する証明書を添付することを要しない。 

ウ 雇用契約における使用者が所有権の登記名義人である不動産について，労働者の当

該使用者に対する退職金債権を被担保債権とする一般の先取特権の保存の登記を申請

するときは，当該使用者の印鑑に関する証明書を添付することを要しない。 

エ 自己信託の登記がされた不動産について，当該自己信託に係る信託行為の定めに基

づき信託が終了したことにより当該不動産が委託者の固有財産となった旨の登記を申

請するときは，受託者の印鑑に関する証明書を添付することを要しない。 

オ 税金の滞納者が所有権の登記名義人である不動産について，税務署が公売処分によ

る当該不動産の所有権の移転の登記を嘱託するときは，その嘱託情報に記名押印した

者に係る印鑑に関する証明書を添付することを要しない。 

１ アイ ２ アウ ３ イオ ４ ウエ ５ エオ 
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第19問 登記識別情報の提供に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，

後記１から５までのうち，どれか。 

ア Ａを所有権の登記名義人とする甲土地について，Ａの破産管財人Ｂが，破産財団に

属する甲土地を裁判所の許可を得て売却し，その所有権の移転の登記を申請するとき

は，Ａに対して通知された登記識別情報を提供することを要する。 

イ 甲土地について，甲区１番でＡを登記名義人とする所有権の保存の登記がされた後

に，甲区１番付記１号でＡ及びＢの共有名義とする更正の登記がされている場合にお

いて，Ａ及びＢを設定者とする抵当権の設定の登記を申請するときは，甲区１番及び

甲区１番付記１号で通知された登記識別情報を提供することを要する。 

ウ Ａを所有権の登記名義人とする甲土地について，Ａとその配偶者Ｂが離婚した後，

ＡからＢへの財産分与を登記原因とする所有権の移転の登記を申請する旨の公正証書

が作成された場合において，当該公正証書を登記原因証明情報として，ＡからＢへの

所有権の移転の登記を申請するときは，Ａに対して通知された登記識別情報を提供す

ることを要しない。 

エ Ａが甲区２番及び甲区３番でそれぞれ所有権の持分を２分の１ずつ取得し，Ａを所

有権の登記名義人とする甲土地について，甲区２番で登記された持分のみを目的とす

る抵当権の設定の登記を申請するときは，甲区３番の持分を取得したときに通知され

た登記識別情報を提供することを要しない。 

オ 甲土地について，Ａを抵当権者とする順位１番の抵当権，Ｂを根抵当権者とする順

位２番の根抵当権，Ｃを抵当権者とする順位３番の抵当権の設定の登記がそれぞれさ

れている場合において，Ｃの抵当権を順位１番，Ａの抵当権を順位３番とする順位の

変更の登記を申請するときは，Ｂに対して通知された登記識別情報を提供することを

要しない。 

１ アウ ２ アオ ３ イウ ４ イエ ５ エオ 
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第29問 株式会社の設立の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せ

は，後記１から５までのうち，どれか。 

ア 当該設立が発起設立であり，発起人がＡ及びＢのみである場合において，Ａ及びＢ

の同意により，各発起人が割当てを受ける設立時発行株式の数を10株ずつとしつつ，

これと引換えにＡが払い込む金銭の額を100万円，Ｂが払い込む金銭の額を50万円と

それぞれ定めたときは，その旨のＡ及びＢの同意があったことを証する書面を添付し

ても，設立の登記を申請することはできない。 

イ 当該設立が発起設立であり，発起人がＡ株式会社及びＢ株式会社のみである場合に

おいて，Ａ株式会社及びＢ株式会社が両社の代表取締役を兼務するＣ名義の預金口座

に出資に係る金銭を払い込んだときは，Ｃが設立する会社の設立時取締役でないとし

ても，各発起人がＣに対して払込金の受領権限を委任したことを証する書面を添付し

て設立の登記を申請することができる。 

ウ 当該設立が募集設立である場合において，公証人の認証を受けた定款について，発

起人全員が監査役設置会社である旨の定めを追加する旨の同意をしたときは，改めて

公証人の認証を受けなくとも，当該同意があったことを証する書面を添付して設立の

登記を申請することができる。 

エ 当該設立が募集設立であり，設立に際して普通株式のほか株主総会において議決権

を行使することができないものと定められた種類株式を発行する場合において，発起

人が創立総会の目的である会社の公告方法の変更について提案をし，当該提案につき

普通株式の設立時株主の全員が書面により同意の意思表示をしたときは，創立総会の

決議があったものとみなされる場合に該当することを証する書面を添付して設立の登

記を申請することができる。 

オ 法務大臣の公告後２か月以内に事業を廃止していない旨の届出をせず，職権で解散

の登記がされた休眠会社と商号及び本店の所在場所を同一とする株式会社の設立の登

記を申請することはできない。 

１ アイ ２ アオ ３ イウ ４ ウエ ５ エオ 
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第30問 金銭以外の財産を出資の目的とする募集株式の発行による変更の登記に関する次のア

からオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記１から５までのうち，どれか。 

ア 弁済期の到来した第三者に対する金銭債権を出資の目的とする場合において，会社

が募集事項の決定の際に当該金銭債権の価額を1000万円と定めていたときは，その価

額が相当であることについて当該会社の監査役である弁護士の証明を記載した書面及

びその附属書類を添付して，募集株式の発行による変更の登記を申請することができ

る。 

イ 普通株式2000株のみを発行している会社が，その発行した償還期の到来していない

社債を出資の目的とし，かつ，募集事項の決定の際に当該社債の価額を800万円と定

めていた場合において，募集株式を引き受けようとする者が募集に係る普通株式200

株の総数の引受けを行う契約を締結したときは，検査役の調査報告を記載した書面及

び附属書類を添付しなければ，募集株式の発行による変更の登記を申請することがで

きない。 

ウ 普通株式2000株のみを発行している会社が，製造機械を出資の目的とし，かつ，募

集事項の決定の際に当該機械の価額を500万円と定めていた場合において，募集株式

の引受人に対し新たにその発行する普通株式200株及び自己株式50株を割り当てると

きは，検査役の調査報告を記載した書面及びその附属書類を添付しないで，募集株式

の発行による変更の登記を申請することができる。 

エ 市場価格のある有価証券を出資の目的とし，かつ，会社が募集事項の決定の際に当

該有価証券の価額を900万円と定めていた場合において，当該有価証券を当該会社に

給付した日におけるその市場価格が1000万円であるときは，当該市場価格を証する書

面を添付して，募集株式の発行による変更の登記を申請することができる。 

オ 不動産の賃借権を出資の目的とする場合において，会社が募集事項の決定の際に当

該賃借権の価額を2000万円と定めていたときは，その価額が相当であることについて

税理士の証明及び不動産鑑定士の鑑定評価を記載した書面並びにその附属書類を添付

して，募集株式の発行による変更の登記を申請することができる。 

１ アイ ２ アエ ３ イウ ４ ウオ ５ エオ 
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第33問 Ａ社を吸収合併存続株式会社とし，Ｂ社を吸収合併消滅株式会社とする吸収合併によ

る変更の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記１

から５までのうち，どれか。 

なお，Ａ社及びＢ社は，いずれも取締役会設置会社とする。 

ア Ａ社及びＢ社の合意によって吸収合併の効力発生日を変更した場合には，Ａ社の吸

収合併による変更の登記の申請書には，効力発生日の変更に係るＡ社及びＢ社の合意

を証する書面並びに効力発生日の変更の決議をしたＡ社及びＢ社の取締役会の議事録

を添付しなければならない。 

イ 吸収合併に際してＡ社の資本金の額が増加せず，かつ，その効力の発生と同時にＡ

社の商号を変更する場合において，Ａ社の吸収合併による変更の登記と商号の変更の

登記を一の申請書で申請するときは，登録免許税の額は３万円である。 

ウ 吸収合併に際してＢ社の新株予約権者に対してＡ社の新株予約権を交付する場合に

は，Ａ社の吸収合併による変更の登記の申請書には，合併契約書のほか，Ｂ社の新株

予約権の内容として，吸収合併によりＢ社が消滅する際には吸収合併存続会社の新株

予約権を交付する旨を定めたＢ社の株主総会の議事録又は取締役会の議事録を添付し

なければならない。 

エ Ｂ社が現に株券を発行している株券発行会社である場合において，Ｂ社がＡ社の完

全子会社であるときは，Ａ社の吸収合併による変更の登記の申請書には，Ｂ社が株券

の提出に関する公告をしたことを証する書面を添付することを要しない。 

オ 会社法上の公開会社でないＡ社が，種類株式を発行していない会社法上の公開会社

であるＢ社の特別支配会社である場合において，吸収合併に際してＢ社の株主に対し

てＡ社の株式を交付するときは，Ａ社の吸収合併による変更の登記の申請書には，合

併契約の承認の決議をしたＢ社の株主総会の議事録を添付しなければならない。 

１ アウ ２ アエ ３ イウ ４ イオ ５ エオ 
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第36問 別紙１の登記がされている不動産（以下「甲土地」という。）につい

て，次の【事実関係】に記載された事実に基づき，司法書士法務直子が

依頼を受けて申請した登記の手続について，後記の問１から問３までに

答えなさい。 

 

【事実関係】 

１ 甲山司は，甲土地の所有者であったが，平成７年４月10日に死亡し

た。 

２ 亡甲山司の子である甲山昭子は平成15年７月15日に死亡し，亡甲山

司の前妻である甲山正子は平成18年10月５日に死亡した。 

３ 亡甲山司，亡甲山昭子及び亡甲山正子の各親族関係は別紙３のとお

りである。 

４ 甲山治子は，認知症のため，別紙４のとおり，乙川平太が甲山治子

の成年後見人，民事大介が成年後見監督人に就任している。 

５ 甲山治子は，亡甲山司と婚姻した当初から神戸市北区天神五丁目10

番10号に居住している。 

６ 甲土地は，香川県の山沿いにある土地で，甲土地上に建物は建って

おらず，誰も甲土地に居住したことはない。 

７ 甲土地の上には送電線路が設置されており，乙区１番で香川市銀座

2119番の土地（以下「乙土地」という。）を要役地とする地役権の設

定の登記がされている。乙土地の全部事項証明書は別紙２のとおりで

ある。 

８ 平成30年２月頃，株式会社カガワソーラーは，甲土地の所有権を相

続により取得した者及びその関係者に対し，太陽光発電の事業を行う

ための用地として，甲土地を買い取りたいという申出をした。 

９ 甲土地の所有権を相続により取得した者及びその関係者は，上記８

の申出を受けて，甲土地について，法定相続分のとおりの相続による

所有権の移転の登記をした後に，株式会社カガワソーラーとの間で売

買契約を締結することを決めた。 

10 亡甲山司，亡甲山昭子及び亡甲山正子のいずれも遺言書は作成して

おらず，また，相続人間で成立した遺産分割協議もない。 

11 平成30年４月５日，司法書士法務直子は，上記１から10までの事実

を聴取し，同月16日，当該聴取に係る関係当事者全員からこれらの事

実に基づいて行うべき登記の申請手続に必要な全ての書類を受領し，

登記の申請手続について代理することの依頼を受け，同日，当該依頼

に係る登記の申請を行った。 

12 平成30年４月25日，上記11の登記が完了したことから，株式会社カ

ガワソーラーは，甲土地の売却に関する関係当事者全員（以下「売主」

という。）との間で，別紙５の売買契約書記載のとおり，甲土地の売

買契約を締結した。 

13 乙川平太は，平成30年４月25日までに，甲山治子の成年後見人とし
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て，必要な関係機関及び関係当事者の許可又は同意を得た。 

14 平成30年５月10日，株式会社カガワソーラーは，別紙５の売買契約

書記載の売買代金600万円全額を売主に支払い，売主はこれを受領した。 

15 売主及び買主は，甲土地の所有権に関する登記の申請情報と併せて

提供すべき，登記原因を証する情報（以下「登記原因証明情報」とい

う。）を作成して提供することとし，平成30年５月10日，その起案を

司法書士法務直子に依頼した。 

16 平成30年５月10日，司法書士法務直子は，上記15の依頼に基づき，

別紙６の登記原因証明情報を起案し，当該登記原因証明情報に，売主

及び買主が記名押印した。 

17 平成30年５月10日，司法書士法務直子は，上記12から14までの事実

を聴取し，上記16のとおり登記原因証明情報の起案をしたほか，当該

聴取に係る関係当事者全員からこれらの事実に基づいて行うべき登記

の申請手続に必要な全ての書類を受領し，登記の申請手続について代

理することの依頼を受け，同日，当該依頼に係る登記の申請を行った。 

18 上記17の登記が完了したことから，株式会社サンエネルギーと株式

会社カガワソーラーは，甲土地の乙区１番で登記されている地役権の

地役権者の承諾を得て，平成30年５月25日，甲土地に太陽光発電施設

を設置し，その所有を目的として，別紙７の地上権設定契約書記載の

とおり，地上権設定契約を締結した。 

19 株式会社Ｂ銀行（取扱店 香川支店）は，平成30年５月25日，別紙

８の根抵当権設定契約書記載のとおり，上記18において設定した地上

権を目的として根抵当権設定契約を締結した。 

20 平成30年５月25日，司法書士法務直子は，上記18及び19の事実を聴

取し，当該聴取に係る関係当事者全員から，これらの事実に基づいて

行うべき登記の申請手続に必要な全ての書類を受領し，登記の申請手

続について代理することの依頼を受け，同日，当該依頼に係る登記の

申請を行った。 

 

〔事実関係に関する補足〕 

１ 登記申請に当たって法律上必要な手続は，各申請日までに全てされ

ている。 

 なお，登記原因につき第三者の許可，同意又は承諾を要する場合に

は，各申請日までに，それぞれ当該第三者の許可，同意又は承諾を得

ている。 

 また，登記上の利害関係を有する第三者の承諾を要する場合には，

各申請日までに，当該第三者の承諾を得ている。 

２ 【事実関係】は全て真実に合致しており，また，これらに基づく行

為や司法書士法務直子の説明内容は，全て適法である。 

３ 司法書士法務直子は，複数の登記の申請をする場合には，権利部（甲

区）に関する登記を申請し，その後に権利部（乙区）に関する登記を
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申請する。また，司法書士法務直子は，複数の登記を申請する場合に

は，申請件数及び登録免許税の額が最も少なくなるように登記を申請

するものとする。 

４ 司法書士法務直子は，権利部（甲区）又は権利部（乙区）の各区に

おいて，複数の登記の申請をする場合には，登記原因の日付の古い順

に登記を申請し，当該複数の登記の申請のうち登記原因の日付の先後

が不明であり，かつ，申請の前後を問わないものがあるときには，申

請人の数が少ないものから順に申請するものとする。 

５ 本件の関係当事者間には，【事実関係】及び各別紙に記載されてい

る権利義務以外には，実体上の権利義務関係は，存在しない。 

６ 香川市は香川県に属しており，甲土地及び乙土地は高松法務局の管

轄に属している。また，司法書士法務直子は，いずれの登記の申請も，

管轄登記所に書面を提出する方法により行ったものとする。 

７ 平成30年１月１日現在の甲土地に係る課税標準の額は，37万5600円

とする。 

 

問１ 司法書士法務直子が平成30年４月16日に甲土地について申請した

各登記の申請情報の内容のうち，登記の目的，登記記録の「権利者そ

の他の事項」欄に記録される事項及び当該記録される事項に含まれな

い申請人（以下「申請事項等」という。問２及び問３において同じ。）

並びに添付情報を，司法書士法務直子が申請した登記の順に従って，

第36問答案用紙の第１欄⑴及び⑵の各欄に記載しなさい。 

 

問２ 司法書士法務直子が平成30年５月10日に甲土地について申請した

登記の申請情報の内容のうち，登記の目的，申請事項等及び添付情報

を，第36問答案用紙の第２欄⑴の各欄に記載しなさい。 

 また，【事実関係】の16の登記原因証明情報（別紙６）における「登

記の原因となる事実又は法律行為」欄の（Ｘ）の欄に記載すべき事実

や法律行為について，事実又は法律行為ごとに箇条書きで，第36問答

案用紙の第２欄⑵に記載しなさい。 

 

問３ 司法書士法務直子が平成30年５月25日に甲土地について申請した

各登記の申請情報の内容のうち，登記の目的，申請事項等，添付情報

及び登録免許税額を，司法書士法務直子が申請した登記の順に従って，

第36問答案用紙の第３欄⑴及び⑵の各欄に記載しなさい。 

 

（答案作成に当たっての注意事項） 

１ 第36問答案用紙の第１欄から第３欄までの申請事項等欄の「上記

以外の申請事項等」欄に解答を記載するに当たっては，次の要領で

行うこと。 

⑴ 申請人について，「権利者」，「義務者」，「申請人」，「（被
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承継会社）」等の表示も記載する。 

⑵ 申請人について，住所又は本店所在地，代表機関の資格及び氏

名並びに会社法人等番号は，記載することを要しない。 

⑶ 民法第423条その他の法令の規定により他人に代わって登記を

申請するときは，申請人が代位者である旨，当該他人の氏名又は

名称及び代位原因をも記載する。 

２ 第36問答案用紙の第１欄から第３欄までの添付情報欄に解答を記

載するに当たっては，次の要領で行うこと。 

⑴ 添付情報の解答は，その登記の申請に必要な添付情報を後記【添

付情報一覧】から選択し，その記号（アからムまで）を記載する。 

⑵ 法令の規定により添付を省略することができる情報及び提供さ

れたものとみなされる情報についても，後記【添付情報一覧】か

ら選択し，その記号（アからムまで）を記載する。 

⑶ 後記【添付情報一覧】のアからムまでに掲げられた情報以外の

情報（登記の申請に関する委任状等）は，記載することを要しな

い。 

⑷ 後記【添付情報一覧】のタからナまでに掲げられた印鑑に関す

る証明書は，登記名義人となる者の住所を証する情報としては使

用しないものとする。 

⑸ 後記【添付情報一覧】のハを記載するときは，記号の後に続け

て，ハの括弧書きの「（何の事実を証するもの）」に当該事実を

補い，「ハ（売買の事実を証するもの）」の要領で記載する。な

お，ハのほかに添付をすることができる添付情報が【添付情報一

覧】にある場合には，ハを添付しないで当該添付情報を添付する

ものとする。 

⑹ 後記【添付情報一覧】のヒ又はフの一方又は双方を記載すると

きは，それぞれの記号の後に続けて，ヒ又はフの括弧書きの「（何

某のもの）」に当該情報の作成者の氏名又は名称を補い，「ヒ（株

式会社ＸＹＺ銀行のもの）」の要領で記載する。当該情報の作成

者が会社法人等である場合は，当該情報に会社法人等番号の記載

がされているものとする。 

⑺ 会社法人等番号を提供する方法により登記の申請手続をするこ

とができる登記については，後記【添付情報一覧】のへからムま

でに掲げられた情報から選択し，その記号（へからムまで）を記

載する。 

⑻ 添付情報のうち，登記の申請に際して有効期限の定めがあるも

のは，登記の申請時において，全て有効期限内であるものとする。 

３ 第36問答案用紙の第１欄から第３欄までの各項目の欄に申請すべ

き登記の申請情報等の内容を記載するに当たり，記載すべき情報等

がない場合には，その欄に「なし」と記載すること。 

４ 申請すべき登記がない場合には，第36問答案用紙の第１欄から第
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３欄まで（第２欄⑵は除く。）の登記の目的欄に「登記不要」と記

載すること。 

５ 別紙は，いずれも，実際の様式と異なる。また，別紙には，記載

内容の一部が省略されているものがあり，別紙を含め，登記の申請

に必要な添付情報は，いずれも，【事実関係】に沿う形で，法律上

適式に作成されているものとする。 

６ 数字を記載する場合には，算用数字を使用すること。 

７ 登録免許税額の算出について，登録免許税法以外の法令による税

の減免の規定の適用はないものとする。 

８ 訂正，加入又は削除をするときは，訂正は訂正すべき字句に線を

引き，近接箇所に訂正後の字句を記載し，加入は加入する部分を明

示して行い，削除は削除すべき字句に線を引いて，訂正，加入又は

削除をしたことが明確に分かるように記載すること。ただし，押印

や字数を記載することは要しない。 

 



29 

【添付情報一覧】 
    
ア 甲山司の法定相続人を特定する

ことができる戸籍の全部事項証

明書，戸籍謄本，除籍謄本及び

改製原戸籍謄本 

イ 甲山正子の法定相続人を特定す

ることができる戸籍の全部事項

証明書，戸籍謄本，除籍謄本及

び改製原戸籍謄本 

ウ 甲山昭子の法定相続人を特定す

ることができる戸籍の全部事項

証明書，戸籍謄本，除籍謄本及

び改製原戸籍謄本 

エ 成年被後見人甲山治子に係る登

記事項証明書（別紙４） 

オ 甲山司の住民票の除票（本籍及

び死亡時の住所の記載あり） 

カ 甲山正子の住民票の除票（本籍

及び死亡時の住所の記載あり） 

キ 甲山昭子の住民票の除票（本籍

及び死亡時の住所の記載あり） 

ク 甲山治子の住民票の写し（本籍

の記載あり） 

ケ 甲山一郎の住民票の写し（本籍

の記載あり） 

コ 乙川和子の住民票の写し（本籍

の記載あり） 

サ 乙川平太の住民票の写し（本籍

の記載あり） 

シ 甲土地甲区１番の登記済証 

ス 甲土地について平成30年４月16

日付け申請により通知される登

記識別情報 

セ 甲土地について平成30年５月10

日付け申請により通知される登

記識別情報 

 ソ 甲土地について平成30年５月25

日付け申請により通知される登

記識別情報 

タ 甲山治子の印鑑に関する証明書 

チ 甲山一郎の印鑑に関する証明書 

ツ 乙川和子の印鑑に関する証明書 

テ 乙川平太の印鑑に関する証明書 

ト 株式会社カガワソーラーの印鑑

に関する証明書 

ナ 株式会社サンエネルギーの印鑑

に関する証明書 

ニ 売買契約書（別紙５） 

ヌ 登記原因証明情報（別紙６） 

ネ 地上権設定契約書（別紙７） 

ノ 根抵当権設定契約書（別紙８） 

ハ 登記原因証明情報（何の事実を

証するもの） 

ヒ 登記原因につき第三者の許可，

同意又は承諾を証する情報及び

当該情報の作成者の印鑑に関す

る証明書（何某のもの） 

フ 登記上の利害関係を有する第三

者の承諾を証する情報及び当該

情報の作成者の印鑑に関する証

明書（何某のもの） 

ヘ 株式会社カガワソーラーの会社

法人等番号 

ホ 株式会社サンエネルギーの会社

法人等番号 

マ 株式会社Ａ電力ＨＤの会社法人

等番号 

ミ 株式会社Ａ電力開発の会社法人

等番号 

ム 株式会社Ｂ銀行の会社法人等番

号 
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別紙１ 甲土地の全部事項証明書 
 
表 題 部（土地の表示） 調製 平成11年７月22日 不動産番号 【省略】 

地図番号 余白 
 

筆界特定 余白 
 

所 在 香川市銀座 余白 
 

① 地 番 ② 地 目 ③ 地 積      ㎡ 原因及びその日付〔登記の日付〕 

2001番１ 雑種地 10325  余白 
 

    
余白 

 

余白 
 

余白 
 

昭和63年法務省令第37号附則第２条第２項

の規定により移記 
平成11年７月22日     

 

権 利 部（ 甲 区 ）（ 所 有 権 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
    
１ 所有権移転 昭和35年５月６日 

第462号 
原因 昭和35年５月６日贈与 
所有者 香川市銀座88番地 
 甲山司 

順位２番の登記を移記     

 余白 
 

余白 
 

【省略】 

 

権 利 部（ 乙 区 ）（ 所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
    
１ 地役権設定 平成２年５月14日 

第4580号 

原因 平成２年３月３日設定 

目的 一、送電線路の最下垂時における電線から３・
６メートルの範囲内における建造物の築造、送電線
路の支障となる工作物の設置、竹木の植栽その他送

電線路に支障となる一切の行為の禁止 
二、送電線路の設置及びその保全のための土地立入 
三、可燃性を有する危険物の製造、取扱及び貯蔵の

禁止 
範囲 全部 
要役地 香川市銀座2119番 

順位１番の登記を移記     

 余白 
 

余白 
 

【省略】 

 

 これは登記記録に記録されている事項の全部を証明した書面である。 

 

平成30年４月２日 

高松法務局          登記官  〇  〇  〇  〇 □印  
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別紙２ 乙土地の全部事項証明書 
 
表 題 部（土地の表示） 調製 平成11年７月22日 不動産番号 【省略】 

地図番号 余白 
 

筆界特定 余白 
 

所 在 香川市銀座 余白 
 

① 地 番 ② 地 目 ③ 地 積      ㎡ 原因及びその日付〔登記の日付〕 

2119番 雑種地 2400  余白 
 

    
余白 

 

余白 
 

余白 
 

昭和63年法務省令第37号附則第２条第２項

の規定により移記 
平成11年７月22日     

 

権 利 部（ 甲 区 ）（ 所 有 権 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
    
１ 所有権移転 昭和61年３月19日 

第3355号 
原因 昭和61年３月10日売買 
所有者 香川市新橋55番地 
 株式会社Ａ電力 

順位２番の登記を移記         
付記１号 １番登記名義人 

名称変更 

平成28年５月16日 

第9999号 

原因 平成28年５月１日商号変更 

商号 株式会社Ａ電力ＨＤ     

 余白 
 

余白 
 

【省略】 
    
２ 所有権移転 平成28年５月16日 

第10000号 
原因 平成28年５月１日売買 
所有者 香川市新橋56番地 

 株式会社Ａ電力開発     

 
権 利 部（ 乙 区 ）（ 所 有 権 以 外 の 権 利 に 関 す る 事 項 ） 

順位番号 登 記 の 目 的 受付年月日・受付番号 権 利 者 そ の 他 の 事 項 
    
１ 要役地地役権 余白 

 

承役地 香川市銀座2001番１ 

目的 一、送電線路の最下垂時における電線から３・
６メートルの範囲内における建造物の築造、送電線
路の支障となる工作物の設置、竹木の植栽その他送

電線路に支障となる一切の行為の禁止 
二、送電線路の設置及びその保全のための土地立入 
三、可燃性を有する危険物の製造、取扱及び貯蔵の

禁止 
範囲 全部 
平成２年５月14日登記 

順位１番の登記を移記     

 余白 
 

余白 
 

【省略】 

 
 これは登記記録に記録されている事項の全部を証明した書面である。 

 

平成30年４月２日 

高松法務局          登記官  〇  〇  〇  〇 □印  
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別紙３ 亡甲山司・亡甲山昭子・亡甲山正子の親族関係 
 

甲山 正子 

平成18年10月５日 死亡

長男 甲山 一郎 

（住所）香川市新橋88番地 

出生 昭和35年７月29日 
甲山 司 

平成７年４月10日 死亡

長女 甲山 昭子 

平成15年７月15日 死亡

二女 乙川 和子 

（住所）神戸市北区天神五丁目10番10号 

出生 昭和50年１月６日 

妻 甲山 治子 

（住所）神戸市北区天神五丁目

10番10号 

出生 昭和17年11月15日 
二女の長女 乙川 成子 

（住所）神戸市北区天神五丁目 

10番10号 

出生 平成18年１月２日 

二女の配偶者 乙川 平太 

（住所）神戸市北区天神五丁目10番10号 

出生 昭和49年５月４日 

昭和40年離婚

昭和45年５月婚姻
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別紙４ 登記事項証明書 
 
 

登記事項証明書 

 

 

後見開始の裁判 

【裁 判 所】神戸家庭裁判所 

【事件の表示】平成26年（家）第1234567号 

【裁判の確定日】平成26年９月19日 

【登記年月日】平成26年９月24日 

【登記番号】第2014-88888号 

 

成年被後見人 

【氏  名】甲山治子 

【生年月日】昭和17年11月15日 

【住  所】神戸市北区天神五丁目10番10号 

【本  籍】神戸市北区天神五丁目10番 

 

成年後見人 

【氏  名】乙川平太 

【住  所】神戸市北区天神五丁目10番10号 

【選任の裁判確定日】平成26年９月19日 

【登記年月日】平成26年９月24日 

 

成年後見監督人 

【氏  名】民事大介 

【住  所】神戸市東区博多三丁目１番１号 

【選任の裁判確定日】平成26年９月19日 

【登記年月日】平成26年９月24日 

 

上記のとおり後見登記等ファイルに記録されていることを証明する。 

 平成30年４月２日 

      東京法務局 登記官  〇  〇  〇  〇 □印  

  

 

後 見 
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別紙５ 売買契約書 
 
 

売買契約書 

【印紙省略】 

平成30年４月25日 
 

売主 当欄には，関係当事者全員の住所及び氏名又は名称

が記され，押印がされているものとする。 
 

買主 香川市赤坂29番地 

株式会社カガワソーラー □印  

代表取締役 丙野次郎 

 

 上記売主及び上記買主は，売主所有に係る後記物件目録記載の土地（以下「本件土

地」という。）について，本日，次のとおり，売買契約（以下「本契約」という。）

を締結した。 

（売買） 

第１条 売主は，買主に対し，本件土地を代金600万円にて売り渡し，買主は，これ

を買い受けた。 

（代金の支払） 

第２条 買主は，売主に対し，平成30年５月25日限り，上記売買代金を支払う。 

２ 本件土地の所有権は，買主が上記売買代金の全額を支払い，売主がこれを受

領した時に，売主から買主に移転する。 

（所有権移転登記） 

第３条 本契約による本件土地の所有権の移転の登記の手続は，上記売買代金の支払

後，直ちに行う。 

（担保権等の抹消） 

第４条 売主は，前条に定める所有権の移転の登記の手続を行うまでに，本件土地に

ついて抵当権，質権，先取特権及び賃借権等の買主の完全な所有権の行使を妨

げる一切の負担を除去しなければならない。ただし，平成２年５月14日高松法

務局受付第4580号で登記されている地役権は買主の負担とし，その登記は抹消

しない。 

【中略】 

物 件 目 録 

所  在  香川市銀座 

地  番  2001番１ 

地  目  雑種地 

地  積  10325平方メートル 
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別紙６ 登記原因証明情報 
 
 

登記原因証明情報 

 

１ 登記申請情報の要項 

⑴ 登記の目的 【省略】 

⑵ 登記の原因 【省略】 

⑶ 当 事 者 登記権利者【省略】 

登記義務者【省略】 

⑷ 不 動 産 

所  在  香川市銀座 

地  番  2001番１ 

地  目  雑種地 

地  積  10325平方メートル 

 

２ 登記の原因となる事実又は法律行為 
 

（Ｘ） 

 

上記のとおり相違ない。 

 

高松法務局 御中 

 平成30年５月10日 
 

当欄には，関係当事者全員の住所及び氏名又は名称が記され，押印がさ

れているものとする。 
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別紙７ 地上権設定契約書 
 
 

地上権設定契約書 
 
【印紙省略】 

平成30年５月25日 

土地所有者   香川市赤坂29番地 

株式会社カガワソーラー □印  

代表取締役 丙野次郎 

地上権者    香川市四谷229番地 

株式会社サンエネルギー □印  

代表取締役 丁野五郎 

 

 株式会社カガワソーラー（以下「甲」という。）及び株式会社サンエネルギー（以

下「乙」という。）は，本日，後記物件目録記載の土地（以下「本件土地」という。）

について，次のとおり，地上権設定契約を締結した。 

（目的） 

第１条 甲は，本件土地について，乙に対し，太陽光発電施設所有を目的とする地上

権を設定した。 

（範囲） 

第２条  本件土地には ここには甲土地の乙区１番で登記されている地役権につき， 

 当該地役権者の氏名又は名称が記載されているものとする。 を権利者とす
る 

地役権が設定されているため，前条の地上権は，範囲を東京湾平均海面の上

25・50メートルから上３・50メートルの間とする区分地上権とする。 

（期間） 

第３条 存続期間は，本日から252か月とする。 

（地代及び支払時期） 

第４条 地代は１平方メートル当たり年120円とし，乙は，毎年12月末日までに翌年

分を前払にて支払うものとする。 

（地代の改定） 

第５条 甲及び乙は，経済情勢の変動，公租公課等の増加又は近隣地代との比較等に

よって地代が著しく不相当となったときは，協議の上，地代を改定することが

できる。 

（登記） 

第６条 甲及び乙は，本契約締結後速やかに，本件地上権設定を原因とする地上権の

設定の登記手続を行う。ただし，登記手続費用は，乙の負担とする。 

【中略】 

物 件 目 録 

所  在 香川市銀座 

地  番 2001番１ 

地  目 雑種地 

地  積 10325平方メートル 
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別紙８ 根抵当権設定契約書 
 
 

根抵当権設定契約書 

 

【印紙省略】 

平成30年５月25日 
 

根抵当権設定者 当欄には，根抵当権設定者全員の住所及び氏名又

は名称が記され，押印がされているものとする。 
 

根抵当権者 東京都渋谷区春日一丁目２番３号 

株式会社Ｂ銀行（取扱店 香川支店） □印  

代表取締役 【省略】 

 

 ここには根抵当権設定者の氏名又は名称が記載されているものとする。 （以下「甲」

という。）及び株式会社Ｂ銀行（取扱店 香川支店）（以下「乙」という。）は，次

のとおり，根抵当権設定契約を締結した。 

 

（根抵当権の設定） 

第１条 甲は，別に約定した銀行取引約定書【省略】の各条項を承認の上，甲の有す

る後記物件目録記載の土地に設定された後記地上権の表示記載の地上権につ

いて，次の要領による根抵当権を設定した。 

⑴ 極 度 額    金5,000万円 

⑵ 被担保債権の範囲 ① 銀行取引による一切の債権 

           ② 乙が第三者から取得する手形上，小切手上の債権 

⑶ 債 務 者    香川市四谷229番地 株式会社サンエネルギー 

           香川市赤坂29番地  株式会社カガワソーラー 

⑷ 元本確定期日   定めない 

（登記義務） 

第２条 甲は，前条による根抵当権の設定の登記手続を直ちに行う。今後，本契約に

よる根抵当権について各種の変更等の合意がされたときも，同様とする。 

【中略】 

物 件 目 録 

所  在  香川市銀座 

地  番  2001番１ 

地  目  雑種地 

地  積  10325平方メートル 

地上権の表示 当欄には，上記物件目録記載の土地について，別紙７地上権設

定契約書に基づき設定された地上権が記載されているものとす

る。 
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第37問 司法書士法務道子は，平成30年５月31日に事務所を訪れたエース株式

会社の代表者から，別紙１から別紙５までの書類のほか，登記申請に必

要な書類の提示を受けて確認を行い，別紙８のとおり事情を聴取し，登

記すべき事項や登記のための要件などを説明した。そして，司法書士法

務道子は，エース株式会社の代表者から必要な登記の申請書の作成及び

登記申請の代理の依頼を受けた。 

 また，司法書士法務道子は，同年６月29日に事務所を訪れたエース株

式会社の代表者から，別紙３及び別紙５から別紙７までの書類のほか，

登記申請に必要な書類の提示を受けて確認を行い，別紙９のとおり事情

を聴取し登記すべき事項や登記のための要件などを説明した。そして，

司法書士法務道子は，エース株式会社の代表者から必要な登記の申請書

の作成及び登記申請の代理の依頼を受けた。 

 司法書士法務道子は，これらの依頼に基づき，登記申請に必要な書類

の交付を受け，管轄登記所に対し，同年６月１日及び同年７月２日にそ

れぞれの登記の申請をすることとした。 

 以上に基づき，次の問１から問４までに答えなさい。 

 

問１ 平成30年６月１日に司法書士法務道子が申請した登記の申請書に

記載すべき登記の事由，登記すべき事項，登録免許税額並びに添付

書面の名称及び通数を第37問答案用紙の第１欄に記載しなさい。た

だし，登録免許税額の内訳については，記載することを要しない。 

 

問２ 平成30年７月２日に司法書士法務道子が申請をすべき登記に関し，

当該登記の申請書に記載すべき登記の事由，登記すべき事項，登録

免許税額並びに添付書面の名称及び通数を第37問答案用紙の第２欄

に記載しなさい。ただし，登録免許税額の内訳については，記載す

ることを要しない。 

 

問３ エース株式会社の代表者から受領した書類及び聴取した内容のう

ち，登記することができない事項がある場合には，当該事項及びそ

の理由を第37問答案用紙の第３欄に記載しなさい。登記することが

できない事項がない場合には，第37問答案用紙の第３欄に「なし」

と記載しなさい。 
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問４ 問３の登記することができない事項があった場合において，改め

てその登記をするため，後日臨時株主総会を開催して議案の承認決

議によって直ちにその事項の効力を生じさせようとするときは，司

法書士法務道子は，エース株式会社の代表者に対し，当該株主総会

において，どのような議案を決議すべきであると提案すればよいか，

法令遵守の観点も踏まえ，その決議すべき議案を第37問答案用紙の

第４欄に記載しなさい。問３の登記することができない事項がない

場合には，第37問答案用紙の第４欄に「なし」と記載しなさい。 

 

（答案作成に当たっての注意事項） 

１ 登記申請書の添付書面については，全て適式に調えられており，

所要の記名・押印がされているものとする。 

２ 登記申請書の添付書面については，他の書面を援用することがで

きる場合には，これを援用しなければならない。 

３ エース株式会社の定款には，別紙１から別紙９までに現れている

以外には，会社法の規定と異なる定めは，存しないものとする。 

４ 別紙中，「記載省略」と記載されている部分には，有効な記載が

あるものとする。 

５ 被選任者及び被選定者の就任承諾は，選任され，又は選定された

日に適法に得られているものとする。 

６ 登記の申請に伴って必要となる印鑑の提出手続は，適式にされて

いるものとする。 

７ 数字を記載する場合には，算用数字を使用すること。 

８ 訂正，加入又は削除をするときは，訂正は訂正すべき字句に線を

引き，近接箇所に訂正後の字句を記載し，加入は加入する部分を明

示して行い，削除は削除すべき字句に線を引いて，訂正，加入又は

削除をしたことが明確に分かるように記載すること。ただし，押印

や字数を記載することは要しない。 
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別紙１ 

【平成30年５月30日現在のエース株式会社に係る登記記録の抜粋】 

 

商号 エース株式会社 

本店 東京都中央区中央一丁目１番１号 

公告をする方法 官報に掲載してする。 

会社成立の年月日 平成13年２月１日 

目的 １ コンピュータソフトウェアの開発及び販売 

２ 前号に附帯関連する一切の事業 

発行可能株式総数 3000株 

発行済株式の総数並びに種類及び数 

 発行済株式の総数 500株 

資本金の額 金2500万円 

株式の譲渡制限に関する規定 

 当会社の株式を譲渡により取得するには，当会社の承認を要する。 

役員に関する事項 取締役 Ａ 平成22年２月26日重任 

取締役 Ｂ 平成22年２月26日重任 

東京都港区甲町１番地 

代表取締役 Ａ 平成22年２月26日重任 

清算人 Ｄ 平成30年１月31日登記 

東京都中央区乙町１番地 

代表清算人 Ｄ 平成30年１月31日登記 

監査役 Ｃ 平成22年２月26日重任 

支店 １ 大阪市中央区北町一丁目１番１号 

監査役設置会社に関する事項 監査役設置会社 

解散 平成30年１月30日株主総会の決議により解散 平成30年１月31日登記 

登記記録に関する事項 平成24年４月１日横浜市東区北一丁目１番１号から本

店移転 

平成24年４月５日登記 

※下線のあるものは抹消事項であることを示す。 
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別紙２ 

【平成30年１月30日時点のエース株式会社の定款】 

 

 

第１章 総 則 

（商号） 

第１条 当会社は，エース株式会社と称する。 

 

（目的） 

第２条 当会社は，次の事業を営むことを目的とする。 

１．コンピュータソフトウェアの開発及び販売 

２．前号に附帯関連する一切の事業 

 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は，本店を東京都中央区に置く。 

 

（機関構成） 

第４条 当会社は，株主総会及び取締役のほか，監査役を置く。 

 

（公告をする方法） 

第５条 当会社の公告は，官報に掲載してする。 

 

第２章 株 式 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は，3000株とする。 

 

（株式の譲渡制限に関する規定） 

第７条 当会社の株式を譲渡により取得するには，当会社の承認を要する。 

 

（基準日） 

第８条 当会社は，毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された議決権を

有する株主をもって，その事業年度に関する定時株主総会において権利を行使する

ことができる株主とする。 

 

第３章 株主総会 

（招集） 

第９条 定時株主総会は，毎事業年度の末日の翌日から３か月以内に招集し，臨時株

主総会は，その必要があるときに随時これを招集する。 

 

（議長） 

第10条 株主総会の議長は，代表取締役がこれに当たる。代表取締役に支障があると

きは，他の取締役がこれに代わる。 
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（決議の方法） 

第11条 株主総会の決議は，法令又はこの定款に別段の定めがある場合のほか，出席

した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数をもって決する。 

２ 会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は，当該株主総会において議決権

を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し，出席

した当該株主の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって決する。 

 

第４章 取締役 

（取締役の員数） 

第12条 当会社の取締役は，３名以内とする。 

 

（取締役の選任の方法） 

第13条 当会社の取締役は，株主総会において議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し，出席した当該株主の議決権の過半数

の決議によって選任する。 

２ 取締役の選任については，累積投票によらない。 

 

（取締役の任期） 

第14条 取締役の任期は，選任後10年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 任期満了前に退任した取締役の補欠として，又は増員により選任された取締役の

任期は，前任者又は他の在任取締役の任期の残存期間と同一とする。 

 

（代表取締役） 

第15条 取締役が２名以上ある場合は，そのうち１名を代表取締役とし，取締役の互

選によってこれを定める。 

 

（報酬等） 

第16条 取締役の報酬，賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上

の利益については，株主総会の決議をもって定める。 

 

第５章 監査役 

（監査役の員数） 

第17条 当会社の監査役は，３名以内とする。 

 

（監査役の選任の方法） 

第18条 当会社の監査役は，株主総会において議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し，出席した当該株主の議決権の過半数

の決議によって選任する。 
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（監査役の任期） 

第19条 監査役の任期は，選任後10年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は，前任者の

任期の残存期間と同一とする。 

 

（報酬等） 

第20条 監査役の報酬，賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上

の利益については，株主総会の決議をもって定める。 

 

第６章 計 算 

（事業年度） 

第21条 当会社の事業年度は，毎年１月１日から同年12月31日までの年１期とする。 

 

（剰余金の配当） 

第22条 剰余金の配当は，毎事業年度末日現在における最終の株主名簿に記載又は記

録された株主又は登録株式質権者に対して支払う。 

２ 剰余金の配当は，支払提供の日から満３年を経過しても受領されないときは，当

会社はその支払義務を免れる。 

 

第７章 附 則 

（法令の準拠） 

第23条 この定款に規定のない事項は，全て会社法その他の法令に従う。 
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別紙３ 

【平成30年５月30日開催のエース株式会社の臨時株主総会における議事の概要】 

 

 

第１号議案 会社継続の件 

 本日をもって会社を継続することが諮られ，満場一致をもって可決承認された。 

 

第２号議案 定款一部変更の件 

 次のとおり，定款の一部を変更することが諮られ，満場一致をもって可決承認され

た（下線は変更部分）。 

 

変更前 変更後 
  
（機関構成） 
第４条 当会社は，株主総会及び取締役
のほか，監査役を置く。 

（機関構成） 
第４条 当会社は，株主総会及び取締役

のほか，次の機関を置く。 
⑴ 取締役会 
⑵ 監査役 
⑶ 監査役会   

第４章 取締役 第４章 取締役及び取締役会 
  
（取締役の員数） 
第12条 当会社の取締役は，３名以内と
する。 

（取締役の員数） 
第12条 当会社の取締役は，３名以上７

名以内とする。     
（取締役の任期） 
第14条 取締役の任期は，選任後10年以
内に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会の終結の
時までとする。 

２ ＜条文省略＞ 

（取締役の任期） 
第14条 取締役の任期は，選任後２年以

内に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会の終結の
時までとする。 

２ ＜現行どおり＞     
（代表取締役） 
第15条 取締役が２名以上ある場合は，
そのうち１名を代表取締役とし，取締
役の互選によってこれを定める。 

（代表取締役及び役付取締役） 
第15条 取締役会は，その決議によって

代表取締役を選定する。 
 
２ 取締役会は，その決議によって代表

取締役社長，取締役副社長，専務取締
役及び常務取締役を選定することが
できる。     

【新設】 

（取締役会の招集通知） 
第16条 取締役会は，社長が招集し，会

日の３日前までに各取締役及び監査
役に対して招集の通知を発するもの
とし，緊急の場合にはこれを短縮する
ことができる。 

２ 取締役及び監査役全員の同意があ
るときは，招集の手続を経ないで取締
役会を開催することができる。   
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【新設】 

（取締役会の決議） 
第17条 取締役会の決議は，議決に加わ

ることができる取締役の過半数が出
席し，その過半数をもって行う。     

（報酬等） 
第16条 ＜条文省略＞ 

（報酬等） 
第18条 ＜現行どおり＞   

第５章 監査役 第５章 監査役及び監査役会 
  
（監査役の員数） 
第17条 当会社の監査役は，３名以内と
する。 

（監査役の員数） 
第19条 当会社の監査役は，３名以上５

名以内とする。     
（監査役の選任の方法） 
第18条 ＜条文省略＞ 

（監査役の選任の方法） 
第20条 ＜現行どおり＞     

（監査役の任期） 
第19条 監査役の任期は，選任後10年以
内に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会の終結の
時までとする。 

２ ＜条文省略＞ 

（監査役の任期） 
第21条 監査役の任期は，選任後４年以

内に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会の終結の
時までとする。 

２ ＜現行どおり＞     
（報酬等） 
第20条 ＜条文省略＞ 

（報酬等） 
第22条 ＜現行どおり＞     

【新設】 

（常勤の監査役） 
第23条 監査役会は，その決議によっ

て，監査役の中から常勤の監査役を選
定する。     

【新設】 

（監査役会の招集通知） 
第24条 監査役会の招集通知は，会日の

３日前までに各監査役に対して発す
る。ただし，緊急の必要があるときは，
この期間を短縮することができる。 

２ 監査役全員の同意があるときは，招
集の手続を経ないで監査役会を開催
することができる。     

【新設】 

（監査役会の決議） 
第25条 監査役会の決議は，法令に別段

の定めがある場合を除き，監査役の過
半数をもって行う。     

（監査役の報酬） 
第20条 ＜条文省略＞ 

（監査役の報酬） 
第26条 ＜現行どおり＞     

以下 ＜条文省略＞ 以下 ＜現行どおり＞ 
（条文番号繰下げ）   
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第３号議案 取締役選任の件 

 取締役３名を選任することが諮られ，満場一致をもって下記のとおり選任された。 

取締役 Ａ 

取締役 Ｂ 

取締役 Ｅ 

 

第４号議案 監査役選任の件 

 監査役４名を選任することが諮られ，満場一致をもって下記のとおり選任された。 

 ただし，＜記載省略＞は社外監査役として選任する。 

監査役 Ｃ 

監査役 Ｄ 

監査役 Ｆ 

監査役 Ｇ 

 

第５号議案 補欠取締役予選の件 

 法令又は定款で定める取締役の員数が欠けた場合に備えて，補欠取締役を下記のと

おり予選することが諮られ，満場一致をもって下記のとおり選任された。 

取締役候補者 Ｈ 

取締役候補者 Ｉ 

 候補者の就任の優先順位は，第１順位をＨとし，第２順位をＩとする。 
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別紙４ 

【平成30年５月30日開催のエース株式会社の取締役会における議事の概要】 

 

 

第１号議案 代表取締役選定の件 

 代表取締役を選定することが諮られ，出席取締役全員の一致をもって下記のとおり

選定された。 

東京都港区甲町１番地 

代表取締役 Ａ 

 なお，被選定者は席上就任を承諾した。 

 

第２号議案 支配人選任の件 

 大阪市中央区北町一丁目１番１号の当社大阪支店の支配人として，当社の取締役で

あるＢを選任することが諮られ，原案のとおり可決承認された。 

支配人 大阪市中央区丙町１番地 Ｂ 
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別紙５ 

【平成30年５月30日現在のエース株式会社の株主名簿の抜粋】 

 

取得年月日に関する記載は省略 
 

 住所・氏名 株数 

１ 東京都中央区中央一丁目１番１号 クローバー株式会社 300株 

２ 東京都港区甲町１番地      Ａ 90株 

３ 大阪市中央区丙町１番地     Ｂ 6株 

４ 東京都文京区丁町１番地     Ｃ 4株 

５ 東京都中央区中央一丁目１番１号 エース株式会社（自己株式） 100株 
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別紙６ 

【平成30年６月20日開催のエース株式会社の取締役会における議事の概要】 

 

 

第１号議案 株式無償割当ての件 

 下記の要領で，株式無償割当てを行うことが諮られ，出席取締役全員の一致をもっ

て可決された。 

 

記 

 

１．株主に割り当てる株式の数の算定方法 

 当社株式１株につき0.5株を割り当てる。なお，割り当てる株式は，全て新たに

発行する。 

１．効力発生日 平成30年６月27日 

 

第２号議案 代表取締役選定の件 

 代表取締役を選定することが諮られ，出席取締役全員の一致をもって下記のとおり

選定された。 

大阪市中央区丙町１番地 

代表取締役 Ｂ 
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別紙７ 

【平成30年６月28日開催のエース株式会社の臨時株主総会における議事の概要】 

 

 

第１号議案 定款一部変更の件 

 次のとおり，定款の一部を変更することが諮られ，満場一致をもって可決承認され

た（下線は変更部分）。 

 

変更前 変更後 
  
（株式の譲渡制限に関する規定） 
第７条 当会社の株式を譲渡により取
得するには，当会社の承認を要する。 

【削除】 

    
（基準日） 
第８条 ＜条文省略＞ 

（基準日） 
第７条 ＜現行どおり＞     

以下 ＜条文省略＞ 以下 ＜現行どおり＞ 
（条文番号繰上げ）   
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別紙８ 

【司法書士法務道子の聴取記録（平成30年５月31日）】 

 

１ 別紙１は，平成30年５月30日現在におけるエース株式会社の登記記録を

抜粋したものである。 

２ 別紙２は，平成30年１月30日の解散時におけるエース株式会社の定款で

あり，その後同年５月29日まで，定款の変更に係る株主総会の決議を行っ

たことはない。 

３ エース株式会社の平成30年５月30日に開催された臨時株主総会には，議

決権のある株主全員が出席し，その議事の概要は別紙３に記載されている

とおりである。 

４ エース株式会社の平成30年５月30日に開催された臨時株主総会の終結後

直ちに開催された取締役会には，取締役及び監査役の全員が出席し，その

議事の概要は別紙４に記載されているとおりである。また，別紙４の取締

役会議事録には，取締役及び監査役の全員につき市町村に登録された印鑑

か押されている。 

５ エース株式会社の平成30年５月30日に開催された臨時株主総会において

監査役として選任されたＣ，Ｄ，Ｆ及びＧと同社等との関わりは，同日時

点で以下のとおりであり，別紙１から７までから判明する事実のほか，こ

れら以外に社外性の判断に関わる事実はない。 

Ｃ 平成13年２月１日～平成14年２月28日 エース株式会社の取締役 

平成14年２月28日～平成30年５月30日 エース株式会社の監査役 

Ｄ 平成13年２月１日～平成18年２月25日 エース株式会社の取締役 

平成30年１月30日～同年５月30日 エース株式会社の清算人 

Ｆ 平成29年６月30日～平成30年５月30日 クローバー株式会社の取締役 

Ｇ 平成29年６月30日～平成30年５月30日 クローバー株式会社の会計参

与 

６ 平成30年５月30日現在におけるエース株式会社の株主名簿の抜粋は別紙

５のとおりであり，その後同年６月26日まで，株主及びその有する株式数

に変動はない。 
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別紙９ 

【司法書士法務道子の聴取記録（平成30年６月29日）】 

 

１ エース株式会社の平成30年６月20日に開催された取締役会には，取締役

及び監査役の全員が出席し，その議事の概要は別紙６に記載されていると

おりである。また，別紙６の取締役会議事録には，Ａが登記所に提出して

いる印鑑が押されている。 

２ 平成30年６月26日取締役Ｅが死亡した。 

３ エース株式会社の平成30年６月28日に開催された臨時株主総会には，議

決権のある株主全員が出席し，その議事の概要は別紙７に記載されている

とおりである。 

 

 



 
2018（平成30）年度　司法書士本試験　正解一覧表（午前の部） 【難易度：A易しい、B普通、C難しい】

（注）問題番号が白抜き文字のところは、レジュメに問題が掲載されております。

科目 問題 正解 テーマ 難易度

1 2 プライバシー権 A

2 3 法の下の平等 A

3 4 条例制定権 A

4 3 無効又は取消し A

5 3 代理 A

6 1 時効 A

7 2 物権的請求権 A

8 5 即時取得 A

9 5 相隣関係 A

10 3 共有 A

11 4 地役権 A

12 3 担保物権の性質 A

13 1 留置権の効力 A

14 5 抵当権の効力 A

15 4 譲渡担保 B

16 4 詐害行為取消権 A

17 5 弁済 B

18 5 契約の解除 B

19 4 委任契約又は請負契約 B

20 3 夫婦の財産関係 A

21 3 認知 A

22 4 共同相続 A

23 4 相続人の不存在 B

24 4 文書偽造の罪 A

25 1 自首 C

26 5 人の生命・身体に対する罪 B

27 4 株式会社の設立 B

28 3 譲渡制限株式の取得 B

29 2 新株予約権 B

30 4 取締役の責任 B

31 1 監査役 A

32 5 持分会社 A

33 4 社債管理者 B

34 4 吸収合併 B

35 5 寄託（商法） C

※本正解一覧表については、本試験直後の情報収集により発表するものです。

　　したがって、今後の情報によっては、正解に変更がありうることを予めご了承ください。

2018年7月1日　18：30時点　【第27問解答番号変更】

商
法

憲
　
法

民
　
法

刑
　
法



2018（平成30）年度　司法書士本試験　正解一覧表（午後の部） 【難易度：A易しい、B普通、C難しい】

（注）問題番号が白抜き文字のところは、レジュメに問題が掲載されております。

科目 問題 正解 テーマ 難易度

1 2 訴訟の承継 B

2 2 確認の訴え B

3 2 文書の証拠調べ B

4 2 簡易裁判所の訴訟手続 A

5 4 再審 C

6 2 民事保全 A

7 5 執行文 B

8 4 司法書士・司法書士法人の業務 A

9 5 供託の申請手続 A

10 1 弁済供託 A

11 2 担保（保証）供託 B

12 3 登記の可否 A

13 1 登記事項 B

14 1 電子情報処理組織を使用する方法による登記の申請 B

15 1 代位による登記 A

16 3 却下事由 C

17 4 登記識別情報および登記完了証 C

18 5 印鑑証明書 B

19 4 登記識別情報 A

20 3 所有権の保存の登記 A

21 4 相続に関する登記 C

22 3 賃借権の登記 B

23 4 質権の登記 B

24 4 抵当権又は根抵当権の登記 B

25 4 信託の登記 C

26 4 仮登記 B

27 4 登録免許税 B

28 2 印鑑の提出 B

29 5 株式会社の設立の登記 B

30 4 募集株式の発行による変更の登記 B

31 5 種類株式の登記 B

32 5 解散の登記後に申請できない登記 B

33 4 吸収合併による変更の登記 B

34 3 特例有限会社の登記 B

35 5 合資会社又は合同会社の登記 B

　※本正解一覧表については、本試験直後の情報収集により発表するものです。

　　したがって、今後の情報によっては、正解に変更がありうることを予めご了承ください。

　※第21問につきましては、若干の疑義が残りますが、問題文をシンプルに解釈するものと判断し、

　　解答番号を「4 or 5」⇒「4」へ変更させていただきました。

　2018年７月2日 12：30時点

商
業
登
記
法

民
訴
・
民
執
・
民
保
法

供
託
・

書
士
法

不
動
産
登
記
法




